
総括表

(1)人口：
(2)主要産業構成：
(3)経済状況：
(4)雇用情勢：
(5)総合戦略等で重点的に取り組んでいる産業政策・雇用政策

●●県概要

地域における課題と現状

①既存の事業の省力化・生産性向上による経営基盤強化
（農林業､食品製造業､飲食･宿泊サービス業等の食関連産業）
①VUCAの時代に変化に対応できる事業主や社内改革（戦略的雇
用創造分野をはじめ県内各産業の事業主・次世代リーダー層）
①社員が定着する職場環境づくり

①地元企業に就職を希望する地元出身者

①新入社員・若手社員

①非正規雇用労働者

①若年求職者

必要な支援策

課題

＜企業・事業主＞ ＜求職者・労働者＞

(1)人口：約106万人（生産年齢人口53.90％ （R元比-0.47％） 、高齢者人口32.77％（R元比+0.53％））
(2)主要産業構成：農林水産業（就業者数10.2%）、食料品製造業（就業者数3.7%）、宿泊・飲食サービス業（就業者数
5.6%）

(3)経済状況：県内総生産３兆7,402億円（H30年度、前年度比＋0.99％）、農業算出額3,348億円(R２年、前年比-1.4％)
(4)雇用情勢：有効求人倍率1.17倍(R2年度、前年度比-17.02％､R3 11月時点：1.33倍)､正社員有効求人倍率0.90倍(R2年度、
前年度比-10.00％、R3 11月時点：1.08倍）

(5)総合戦略等で重点的に取り組んでいる産業対策・雇用施策
県総合計画及びアクションプラン(令和元年）において県が重点的に取り組む「人口問題対応プログラム」､「産業成長・経

済活性化プログラム」など５つのプログラムを掲げ、農林水産業をはじめとする成長産業の付加価値向上や人口減少下での生
産性維持、本県の産業や地域を支える人財の育成・確保に取り組んでいる。

宮崎県概要

①人手不足状況下での人材確保・定着と生産性の維持・向上（喫緊の課題）

①地域の経済と雇用を担う産業の育成と県民のゆたかさ向上の実現（長期的な課題）

①働き方改革・労務環境改善（A)

①生産性向上（稼ぐ力の強化）（A）

①時代のニーズに応じた社内人材育成（B）

①きめ細かな就職定着支援（BC）



□職位、職階ごとに求められるスキ
ル取得のための企業内人材育成プロ
グラムの実施
□新入社員のつながりづくり支援
□森林のしごとなどの魅力を発信す
るイベント等を通じたキャリアイメ
ージ形成と職業意識啓発

□フードビジネス等の戦略的雇用創造
分野の事業者に対するワンストップ対
応する相談窓口の設置
□農業法人等、県内の主要産業に従事
する事業者に対する雇用環境改善や雇
用管理のアドバイス
□変革に対応できる経営者や次世代リ
ーダーへのトップマネジメント研修

【事業規模】
事業費：4.3億円（①1.4億円、②1.4億円、③1.4億円）

【事業効果】
雇用創出：441人（①127人、②147人、③167人）

宮崎県

・ 中小企業の人財の確保のため、合同企業説明会など求職者
と出会う場の創出が必要。 (県商工会議所連合会)
・デジタル技術の導入は、雇用者の負担を軽減するため。
「働き方改革」と経営資源創出を促し企業成長に振りむける
経営が必要。 （宮崎大学杉山教授）
・勤務環境に関する労働相談が多い。働きやすい職場のモデ
ルが作れると定着が望めるのではないか。（連合宮崎会長）

第一次産業及び関連産業
（農林業、食品製造業、
飲食･宿泊サービス業等）

事業テーマ

事業規模・事業効果

A：企業・事業主向け支援 B：求職者・労働者向け支援

C：就職促進支援

地域の関係者からの意見・要望・提案等戦略的雇用創造分野

みやざきの強みを活かした産業
と良質な雇用の場の創出

□戦略的雇用創造分野や人
手不足分野などを対象とし
た企業説明会等の開催

<連携できる主な支援>

・若者層就職相談窓口

・ＵＩＪターンセンター

・みやざき女性・高齢者

就業支援センター

・ひなたの極認証 等

労働局・ハローワーク
＜連携できる主な支援＞

・職業相談、職業紹介

・職業訓練

・くるみん

・雇用・労働関係助成金 等

ＪＡ・森林組合等
＜連携できる主な支援＞

・担い手の離職抑制の検討

・仕事の魅力の発信・ＰＲ

・人材確保での連携
・省力化・生産性向上の業務
のスマート化推進 等

商工会議所等経済団体
＜連携できる主な支援＞

・補助事業の活用アドバイス

・経営指導員による経営相談

・融資制度の案内 等

宮崎大学
＜連携できる主な支援＞

・大学の人材や再教育の
ノウハウ提供等の協力
・企業へのインターンシ
ップあっせん調整 等

みやざきの強みを活かした産業と良質な雇用の場創出促進事業


